
　事業主は、新年度の概算保険料を納付するための申告・納付（労働保険の
保険料の徴収等に関する法律第15条）と前年度の保険料を精算するための
確定保険料の申告・納付（労働保険の保険料の徴収等に関する法律第19条）
の手続が必要です。これが「年度更新」の手続です。
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海外派遣者で労災保険に特別加入（第3種特別加入）している方

裏表紙

記入例1　確定保険料額が申告済概算保険料額を上回る場合（不足額が出る場合）
記入例2　確定保険料額が申告済概算保険料額を下回る場合（充当をする場合）
　①　労働保険料のみ充当した場合の例
　②　一般拠出金のみ充当した場合の例
　③　労働保険料及び一般拠出金に充当した場合の例
記入例3　充当後還付額が出る場合
記入例4　労災・雇用保険料算定基礎額が同額の場合
記入例5　事業を廃止した場合（対象となる労働者がいなくなった場合も含む）

電子申請による申告書の提出、電子納付による保険料・一般拠出金の納付方法 …
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納付すべき

の種類
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36
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法人番号の記入について

を利用している場合

e-Gov からの電子申請の方法
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確定保険料・一般拠出金
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